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1.  はじめに

企業における研究開発組織の機能と役割は，イノベー
ションの創出や有効かつ効率的な技術・製品開発の実現
など，企業戦略上，重要な位置を占めており，そのマネ
ジメントは重要課題のひとつとなっている。本論文の目
的は研究開発組織における知識共有に重要な役割を果た
す研究開発従事者個人が行う知識提供と内発的モチベー
ションの関係を統計的手法によって明らかにしようとす
るものである。
モチベーションには内発的と外発的という2つのタ
イプがあると考えられている。内発的モチベーション
（intrinsic motivation）とは，仕事自体に動機づけられ，

その報酬の典型は仕事の達成感や自己の成長など内的な
報酬を目標とするモチベーションである。外発的モチベ
ーション（extrinsic motivation）とは，外部から与えら
れる報酬（典型的には金銭）を目標とするモチベーショ
ンをいう。
内発的に動機づけられた行動は持続性が長く，創造性

の要因としても位置づけられる（Amabile, 1998）。研究
開発組織におけるモチベーションについては，外発的
モチベーションよりも内発的モチベーションの重要性が
指摘されてきた（Osterloh and Frey, 2000 ; 守島, 2002）。
これは短期間の効率的かつ量的な業績には外発的モチベ
ーションが比較的優位であり，長期間の有効的かつ質
的な業績には内発的モチベーションが比較的優位であ
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る（Jenkins, Gupta, Mitra, et al., 1998 ; Gagne and Deci, 

2005）とする2つのモチベーションの特性から導かれた
議論である。研究開発に求められる高い創造性の要求や
これに伴う目標達成の不確実性，そして活動が長期間に
わたるという特有の業務特性は内発的モチベーションの
特性と適合する。
一方，研究開発組織の能力向上には，組織外部のみな
らず組織内部をも含めた知識の獲得と活用の重要性が指
摘されてきた（原田, 1998 ; 浅川・中村, 2005）。さらに，
研究開発組織における知識創造の促進には，組織内にお
いて知識共有を促進していくことの有効性が指摘されて
きた（Davenport and Prusak, 1998 ; Miller and Morris, 

1999 ; Bechky, 2002 ; Berends, van der Bij, Debackere et 

al., 2006）。
以上のことから，知識共有のための知識提供と内発的
モチベーションの関係を研究開発従事者個人に注目して
検討することは，研究開発における創造性やイノベーシ
ョン，また，研究開発組織のマネジメント施策を考える
うえで重要である。
本論文の構成は次のとおりである。まず，2節におい
てわれわれの問題意識と本論文の立場を示す。3節にお
いて仮説を生成し，4節で本研究の調査・分析方法を提
示する。5節で分析結果とその考察を行い，6節で本論文
の結論を述べる。

2.  問題の所在

これまで議論されてきた知識共有，知識移転研究の中
心的な視点はチーム・組織レベルの議論であり，個人
レベルの議論は十分には行われてこなかった（Sun and 

Scott, 2005）。特に，心理的な側面である内発的モチベ
ーションついては，知識の提供促進要因としての理論的
考察がなされてはきたが，その実証的考察は十分に蓄積
されてきたとはいいがたい状況にある。
本論文では研究開発組織における知識共有のための前
提であると考えられる“個人による知識提供と内発的モ
チベーションの関係”について知識の提供側に着目した
考察を行う。提供されない知識を共有することはできな
い（van den Hooff and de Leeuw van Weenen, 2004）。さ
らに，知識が組織内で共有されるためには，個人の保有
する価値ある知識が同僚や組織に提供されなければなら
ない。また，知識共有は研究開発従事者が強みとして保
有する知識が組織へ提供されることによってその有効性
が高まる。以上をふまえ，本論文では個人が知識共有の
ために行う知識提供に着目する。さらに，知識が提供さ
れるための条件である知識の保有についても考慮する。
なお，本論文で用いる「知識提供」とは，研究開発従

事者が保有する価値ある経験やノウハウといった暗黙的
な知識，文書・資料といった形式的な知識，また技術を
含めた広い意味での知識を同僚や組織へ提供する行為を
いう。この知識提供のモチベーションと仕事自体に内在
する報酬の獲得のためのモチベーションを議論するにあ
たっては，その前提として知識提供自体がしばしば業務
の一部を構成しているというOsterloh and Frey（2000）
の議論が適切であると考えられる。本論文もこの前提に
立って検討を行う。

 
3.  仮説生成

3.1  内発的モチベーション
内発的モチベーションはDeci（1975）によって明示

された概念であり，活動すること自体がその活動の目的
であるような行為の過程であり，活動自体に内在する報
酬のために行う行為の過程と定義される（Deci, 1975 ; 

Deci and Flaste, 1995）。内発的モチベーションは人間
の基本的欲求である「自律性（autonomy）」，「有能さ
（competence）」，「関係性（relatedness）」の3つの欲求
を満足しているときに促進・維持され，これらが妨げら
れる環境においては内発的モチベーションを低下させる
と考えられている（Deci and Ryan, 2000）。
ここでいう自律性とは，自己決定し，自由に自発的に

行動できる状態を意味する。有能さとは自己のおかれた
環境や活動において効果的である状態であり，関係性と
は支援し，支援される信頼関係を持っている状態である。
これらの3つの欲求を満足しているとき，内発的モチベ
ーションは自律性を主要因に向上する（Deci and Ryan, 

2000）。すなわち，自律性の伴わない形での有能さ，関
係性の達成によっては内発的モチベーションを高めるこ
とはできないとされている。

Deci, Ryan, Gagneほか（2001）は欧・米の企業組織
において内発的モチベーション理論の異文化比較のため
の実証調査を行った。ここでは内発的モチベーションの
理論をベースにした実証分析によって，自律性，有能さ，
関係性の満足向上がモチベーションの向上に高い説明力
を持つことが示された。藤田（2000）は内発的モチベー
ションの理論に誇りの概念を付加した理論構築を行い，
IT企業のシステム・エンジニアを対象にした実証分析を
行った。ここでも自律性（自己決定）は内発的モチベー
ションの向上に高い説明力があることが示された。
本論文が対象とする研究開発従事者においても内発的

モチベーションを向上させる3つの欲求の満足によって
内発的モチベーションの向上が説明できるとともに，そ
の主要因は自律性であると考えられる。よって，次の仮
説を生成する。
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仮説1（H1）
研究開発従事者の内発的モチベーションは自律性・
有能さ・関係性によって向上し，そのうち主要因は
自律性である。

3.2  知識提供
知識共有を促進するためには個人の知識が組織に提供
される必要がある（von Krogh, 1998）。
知識移転のプロセスに着目した研究（Szulanski, 

2000）では，知識移転の成功は常に知識を提供する側
の高いモチベーションが条件であることが指摘された。
知識共有の個人レベルの行動特性に着目した研究（van 

den Hooff and de Leeuw van Weenen, 2004 ; van den 

Hooff and de Ridder, 2004）では，知識の獲得・保有と
知識の提供を区分した上での分析がなされた。知識の提
供側と受取側とでは異なる論理が存在するため，二者を
分けた議論が必要であるという主張である。
知識を提供する側にとって他者へ価値ある知識を提供
することは，場合によっては自身の強みを失うことに
なるかもしれない（Davenport and Prusak, 1998 ; 野中, 

2002 ; Hinds and Pfeffer, 2003）。従って，知識を提供す
る個人がどのように動機づけられているかを考えると，
外発的ではなく，内発的に動機づけられた状態にあるこ
とが必要になるだろう。なぜなら，強みである知識は，
個人にとって他者に対する競争優位の源泉であるが，外
発的に動機づけられた状態にあるとき個人にとっての強
みである知識を提供することは，外的報酬を得るための
機会を失うことになりかねず外的報酬を得るための行為
として矛盾的である（Osterloh and Frey, 2000）。外的報
酬を得るために知識提供が手段化することは知識の隠蔽
や駆け引きなど知識共有に負の影響を与える（Wenger, 

McDermott, Snyder, 2002）。この意味で組織内において
長期にわたる継続的な知識提供を維持するためには，外
発的ではなく内発的モチベーションを維持・向上してい
く必要があると考えられる。
以上のことから，知識を提供する側に着目した場合に
は，内発的モチベーションが知識提供の促進要因になる
と考えられる。よって，次の仮説を生成する。

仮説2（H2）
研究開発従事者の内発的モチベーションは，知識提
供を促進する。

知識を効果的に提供するためには，その前提として知
識を提供する側が知識の説明力を持つ必要がある。自
身の経験や専門知識，技術を使用可能なように受取側へ
うまく伝えることができなければ，知識は提供されたと

しても活用されない（Hendriks, 1999）。Sun and Scott

（2005）は，個人レベルにおける知識共有の障壁として，
知識を提供する側の説明能力の欠乏を指摘している。価
値ある知識は得てして暗黙的であり，知識・経験の説明
力は知識提供の推進力となることが想定される。そこで，
次の仮説を生成する。

仮説3（H3）
研究開発従事者の専門知識・経験を説明する力は，
知識提供を促進する。

また，価値ある知識が提供されるためには，その前提
として価値ある知識を保有している必要がある。すなわ
ち知識提供を議論する上では提供できるだけの知識の保
有を前提条件にして検討する必要がある。
ここで注意したいのは，知識を保有しているからとい
ってそれが知識提供に直接影響を与えるとは限らないと
いうことである。前述の議論から，価値ある知識の保有
は内発的に動機づけられているときに知識提供を促進す
ると思われる。換言すれば，価値ある知識の保有は知識
提供への直接ではなく，間接的な影響を持っており，内
発的モチベーションはその媒介性を持つことが想定され
る。よって，次の仮説を生成する。

仮説4（H4）
研究開発従事者の価値ある知識の保有は，内発的モ
チベーションを媒介して知識提供を促進する。

4.  方法

4.1  対象者
本論文の仮説検証のためのデータセットは日本の電機
系製造業A社における本社研究所の研究開発従事者を対
象に実施したアンケート調査によるものである。A社本
社研究所の主要な研究領域は材料・デバイス分野と情報・
通信システム分野の基礎・応用研究である。調査は2005
年7月に2週間の期間で実施し，オンラインによる質問票
調査によってデータを収集した。配布は900票，有効回
収は398票（回収率44.2%）であった。調査対象者の平
均年齢は35.4歳であった。

4.2  質問紙の構成
本調査で用いた質問項目は表1のとおりである。質問
票の設計にあたって，内発的モチベーションの質問項目
はMSQ（Minnesota Satisfaction Questionnaire）の内発
的満足の測定がなされていると思われる項目を参考に外
発的モチベーションを測定しないよう設計した。ここで
は，満足とモチベーションの概念に重複する部分が多い
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（小野, 2005）こと，理論的にも満足が広くモチベーショ
ン理論において重要な役割をもち，密接な相互依存関係
にあること（Thierry, 1998 ; Gagne and Deci, 2005），さ
らに，本研究がベースとするDeciの内発的モチベーシ
ョン理論の定義である「活動自体が目的である行為の過
程」であることをふまえ，活動自体から満足を獲得し，
動機づけられている過程を捉える質問とした。なお，内
発的モチベーションの計量的研究では，その過程を捉え
るため組織成員が動機づけられ，また満足している状態
を計量している（Gagne, Senecal and Koestner, 1997 ; 
藤田, 2000 ; Deci, Ryan, Gagne et al., 2001）。そこで，
自律性・有能さ・関係性についても先行研究に従い欲求
の満足状態を計量するものとした。
自律性に関する質問項目は高橋（1997），藤田（2000）
を参考に作成した。また，有能さ，関係性，知識保有，
経験の説明力の質問項目の設計は，その知覚の基準が研
究開発従事者においては組織内のみならず組織外の準拠
志向があることを考慮して検討する必要がある（三崎, 

1998）。このため，質問項目の構成は社内と社外の2つの
基準で回答できるよう作成した。また，このうち関係性
の概念は，本調査が研究開発従事者を対象としているこ
とから，技術的な面での対人的関係性を意図した質問項
目を作成した。知識提供の質問は，渡辺・荒川（2000）
の知識提供に対応するインセンティブに関する実証調査
の質問項目を参考に作成した。本調査の実施前にはA社
ではない研究開発従事者10名を対象に本調査で使用する
調査票を配布し，回答を求めた。回答後，適切に回答で
きたかどうかを対象者へ聞取りし，質問票のワーディン
グを行った。質問票では表1の質問項目を業務に関する
意識と題し，5段階の主観評価（1：全く思わない　2：

ほとんど思わない　3：どちらでもない　4：やや思う　
5：とても思う）で回答を求めた。
調査票では研究開発従事者の個人属性を計量するた

め，年齢，勤続年数，専門誌への論文掲載数，学歴，研
究分野の回答を求めた1。研究活動において基礎研究と
応用研究では業務の完了に与えられている時間の長さが
異なることや具体的な職務内容が異なることが懸念され
るが，A社研究所においては一人の研究開発従事者が基
礎・応用研究をいくつも並行して担当しており，明確に
区分することができない。その代わりに，研究期間が比
較的長期で基礎寄りの研究を行っている材料系と，研究
期間が比較的短期で応用研究寄りの研究を行っている情
報系の2つの研究分野によりこれを区分することでその
影響をみることにした。

4.3  分析方法
本論文の分析フレームは2つの分析プロセスからなる

（図1）。これは，内発的モチベーションの理論の実証を
ふまえた上で，その後の内発的モチベーションと知識提
供の関係を詳細に検討することを意図したためである。
分析1においては内発的モチベーションとその要因の影
響を重回帰分析によって検討（仮説1）する。次に，内
発的モチベーションが知識提供に与える影響の分析（仮
説2）と他の知識提供要因として想定した経験の説明力
（仮説3），知識保有（仮説4）を加えた検討を重回帰分析
で検討するとともに共分散構造分析によって知識保有の
媒介関係（仮説4）を分析する。

 1    調査では個人が特定できないような配慮をする必要
があったため，役職や性別などさらに詳細な個人属性
については質問項目を設けなかった。

図1　分析のフレームワーク
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4.4  分析1の変数構成
分析1と2で用いる内発的モチベーションは質問項目

（M1～5）について因子分析を行った結果，固有値1.00
以上で因子が1つのみ抽出（固有値2.757）されたことと，
比較的良い信頼度係数（Cronbach’s α =.786）が得られ
たことから，標準得点化し，その合計点を求めることで
変数化した。分析に用いる個人属性は，「年齢」，「学歴
ダミー」，「分野ダミー」を用いる。「学歴ダミー」は本
調査の対象が本社研究所に所属する人々であり高学歴に
偏るため，回答のうち論文博士，博士課程修了（博士後
期課程修了）を1に，修士課程修了（博士前期課程修了），
学部卒業，高専・短大・専修・高校卒を0にダミー変数
化した。「分野ダミー」は材料系を1，情報系を0にダミ
ー変数化した。

次に，表1の質問項目（分析1）から内発的モチベーシ
ョンの要因を抽出するため，因子分析を行い，バリマ
ックス回転後の3因子を固有値1.00以上で抽出した。表2
に因子分析の結果を示す。第1因子は研究開発従事者の
技術的能力を確認する質問項目からなり，「有能さ」に
関する因子であると考えられる。第2因子は権限や責任
を伴う自由な行動，提案の尊重に関係する質問項目から
なり，「自律性」に関する因子であると考えられる。第3
因子は相談者や尊敬できる人に関係する質問項目からな
り，技術的な面での関係性を意味する「技術的関係性」
の因子であると考えられる。「自律性」の変数構成には
質問A4を除き，各因子に対応した質問項目を標準得点
化し，その合計得点を求めることで各要因を変数化した。
変数化した要因間の相関係数を表3に示す。

表1　質問項目・記述統計
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4.5  分析2の変数構成
表1の質問項目（分析2）から知識提供とその要因を
抽出するため，主成分分析を行った結果，第4因子で固
有値が.465と大きく低下し，以降の固有値の変化が小さ
いことからバリマックス回転後の第3因子までを固有値 

.958以上で抽出した。表4に因子分析の結果を示す。第1
因子は研究開発従事者の強みとなっている社内・社外を
基準とした専門知識・技術の保有に関する質問項目群で

構成されていることから，「知識保有」2に関する因子で
あると考えられる。第2因子は経験，ノウハウ，過去の

表2　内発的モチベーション要因の因子分析

表3　変数間の相関行列（分析1）

 2    「年齢」をコントロールし，価値ある知識保有の一
指標と考えられる「専門誌への論文掲載数」を従属変
数，「知識保有」を独立変数にした回帰分析の結果（adj. 
R2= .294），正の有意（p< .001）な影響が得られたため，
専門的な知識の保有度合いを計量できていると判断
した。
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有効な資料などの知識を提供できるかどうかの「知識提
供」に関する因子であると考えられる。第3因子は社内・
社外の人への経験や体験談の説明と理解に関する質問項
目で構成されており，自身の持つ経験的な知識を表現し，

伝えるためのテクニカルな能力である「経験の説明力」
の因子であると考えられる。各因子に対応した質問項目
は標準得点化し，その合計得点を求めることで変数化し
た。変数化した要因間の相関係数を表5に示す。

表4　知識提供とその要因の因子分析結果

表5　変数間の相関行列（分析2）

5.  分析結果および考察

5.1  分析1の結果および考察
「内発的モチベーション」を従属変数とし，「自律性」，

「有能さ」，「技術的関係性」を独立変数とする重回帰分
析によって各要因の影響力を分析した。個人属性として
「年齢」3，「学歴ダミー」，「分野ダミー」を独立変数と
して導入した。分析結果を表6に示す。表6には独立変数

の「分野ダミー」を導入した研究分野別のモデルと，導
入しない全体モデルの2つの重回帰モデルを示した。
分析の結果，研究分野別のモデルのあてはまりは適切

（adj. R2= .543）であり，VIFは最大1.665で多重共線性
の可能性は排除された。研究分野別モデルに示すように
「自律性」，「有能さ」，「技術的関係性」の3つの欲求の満
足が高度に有意（p< .001）に正の影響を与える結果と
なった。「年齢」，｢学歴ダミー ｣，「分野ダミー」は「内
発的モチベーション」に有意な影響を与えなかった。分
野を考慮しない全体モデルの結果においてもモデル構成
にほとんど変化がなく，モデルのあてはまりは適切（adj. 

R2= .493）であり，VIFは最大1.641で多重共線性の可能

 3    「年齢」と「勤続年数」の相関の高さゆえ，分析では「年
齢」のみを使用した。「勤続年数」を代用しても「年齢」
の結果とほぼ同値であった。
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性は排除された。3つの欲求の満足のうち，特に「自律性」
が「内発的モチベーション」へ大きな影響を与える結果
となった。
内発的モチベーションの理論のとおり，「内発的モチ
ベーション」が「自律性」，「有能さ」，「技術的関係性」
の影響を有意に受ける結果となった。3つの欲求の満足
のうち，「自律性」の影響が顕著であった。以上から，
内発的モチベーションの要因に関する仮説1は支持され
た。この結果は，本研究の対象である研究開発組織が先
行研究と同様に内発的モチベーションの理論をベースに
技術的な関係性概念を加えた上でも成り立つことを示す

結果であると解釈できる。

5.2  分析2の結果および考察
次に，「知識提供」を従属変数とし，「内発的モチベー

ション」，「経験の説明力」，「知識保有」を独立変数とす
る重回帰分析によって内発的モチベーションの影響力を
分析した。個人属性として分析1と同様に「年齢」，「学
歴ダミー」，「分野ダミー」を独立変数として導入した。
分析結果を表7に示す。表7には研究分野別モデルと全体
モデルの2つの重回帰モデルを示した。

表6　内発的モチベーションの重回帰分析結果

表7　知識提供の重回帰分析結果

分析の結果，2つのモデルのあてはまりはやや低い値
（最小adj. R2= .277）であった。VIFは最大1.744で多重
共線性の可能性は排除された。知識提供への影響が有意

なものは「年齢」，「内発的モチベーション」（p< .001），
「経験の説明力」（p< .01）であり，正の影響を与える結
果となった。これは2つのモデルに共通であった。
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内発的モチベーションと知識提供の関係に関する仮説
2から4の検証のための分析によって，「内発的モチベー
ション」は「知識提供」への直接の影響が確認された。
この結果から，研究開発従事者の「内発的モチベーショ
ン」は，「知識提供」を促進するとした仮説2が支持された。
また，研究開発従事者の「経験の説明力」は，「知識提供」
を促進するとした仮説3が支持された。
「年齢」が「知識提供」への影響を持つ結果は，年齢
の上昇に伴い組織内における研究開発従事者個人の地位
や職場内での経験者としての位置づけを高めるために正
の影響をもつものと推定されるが，より積極的な解釈は
更なる個人属性の把握によって理解されるべきものであ
ろう。

知識提供を検討する際の前提条件として考慮すべき
「知識保有」には，「知識提供」への直接の影響が見出さ
れない結果となった。そこで，「知識保有」を媒介する
要因間の関係を検討し，仮説4を検証する。媒介関係を
より詳細に分析するため，ここでは共分散構造分析を行
う。仮説因果モデルを図2に示す。モデルはパスの方向
に向かって原因から結果の関係を示す。生成した仮説と
前節の分析フレームワークに従い，「知識提供」に影響
を与える要因に「内発的モチベーション」，「経験の説明
力」を設定する。
図2の仮説因果モデルでは，「経験の説明力」に「知識
保有」が影響を与えるパスを設定した。これは，専門知識・
技術の保有の増大は専門分野における自身の経験・知識

図2　知識提供の仮説因果モデル

図3　共分散構造モデル分析結果（n=398）
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を伝達するスキルの向上が想定できることによる。「内
発的モチベーション」には「知識保有」と「経験の説明
力」が影響を与えるパスを設定した。これは，「知識保有」
と「経験の説明力」の向上が「内発的モチベーション」
の要因である有能さの欲求の満足として想定することが
できることによる。専門知識の保有や，その説明力の増
大は自身が有能である感覚を満たすことができ，内発的
モチベーションを高めるものと想定できる。また，ここ
では，「自律性」から｢内発的モチベーション｣へのパス
を設定した。これは分析1の結果である内発的モチベー
ションに非常に強い影響を与えた「自律性」を加えるこ
とで分析1と2の整合性をみるためである。以上が仮説因
果モデルの構成理由である。以上の仮説因果モデルに基
づいた共分散構造分析の結果を図3に示す。
分析の結果，モデルの適合度は良く，仮説因果モデル
はデータ構造をうまく説明できている。設定したパスは
すべて有意であり，前節の重回帰分析により得られた結
果と同様に，「内発的モチベーション」と「経験の説明力」
から「知識提供」へのパスは正の有意な値を示した。また，
「知識保有」から「内発的モチベーション」へのパスと「経
験の説明力」を経由したパスは全て正の有意な値を示し
た。
「経験の説明力」が持つ「内発的モチベーション」と
の相関（表5）の強さや「内発的モチベーション」への
直接の影響力の強さから，自身の経験を的確に説明でき
ることは，それ自体が自身を有能であると認識する有能
さの満足になりうるものであると解釈できる。
｢知識提供｣は内発的に動機づけられている状態にある
ことが必要であるという仮説に基づいて，「知識保有」
から「内発的モチベーション」を媒介した「知識提供」
への因果的検討を行った。この分析の結果から「内発的
モチベーション」を媒介した影響が見出された。「知識
保有」から「知識提供」へのパスのみを追加して分析し
た場合においても，このパスの有意確率はp= .114（GFI= 

.914, AGFI= .878）であり，直接の影響はみられなかった。
これにより仮説4は支持された。
仮説検証をとおした分析結果によって，「知識保有」
は「知識提供」に直接ではなく，「内発的モチベーション」
と「経験の説明力」を経由した間接的な影響があること
が見出された。これらの結果から，われわれは興味深い
知見を得ることができる。それは，個人の知識保有を高
めるだけでは組織的な知識共有を実現するためには十分
ではないということである。研究開発従事者が組織内・
外部での交流，学習，熟練によって獲得し，保有してい
る価値ある知識の提供は，知識の獲得と保有を促進する
だけではなく，研究開発従事者個人の「内発的モチベー

ション」を向上させ，さらに「経験の説明力」を向上し
ていくことにより個人の「知識提供」を促進させ，それ
によって組織内における知識共有が促進されるものと解
釈できるのである。「内発的モチベーション」は仮説1の
検証で示したように，「自律性」，「有能さ」，「技術的関
係性」の満足によって向上することができ，特に「自律性」
を高めていくことが重要である。また，「経験の説明力」
はプレゼンテーション・スキルの開発や対面対話の機会
の創出によって向上することができるだろう。

6.  結論

本論文では研究開発組織における内発的モチベーショ
ンの役割を実証的に分析し，議論を行った。まず，研究
開発従事者の内発的モチベーションは自律性，有能さ，
技術的関係性によって向上することを統計的手法によっ
て確認し，特に自律性が内発的モチベーションに強い影
響を与えることを確認した。次に，この内発的モチベー
ションを向上させる要因の分析結果をベースに知識提供
の促進要因として内発的モチベーションを想定し，分析
を行った。これにより，内発的モチベーションは知識提
供の直接の要因になるとともに，価値ある知識の保有か
ら知識提供を媒介する要因としての役割があることを指
摘した。研究開発組織において内発的モチベーションを
高めるマネジメントは個人の創造性だけでなく，知識提
供の促進による組織の創造性を高めることができる可能
性があることを示した。
これまでの組織的知識活用の研究においては，個人が

知識貯蔵庫（Argote and Ingram, 2000）としての役割を
もち，いかに知識を獲得・保有するべきかという受取側
の論理に議論の焦点が向けられてきた。個人による知識
の獲得と保有は重要であるが，それだけでは組織におけ
る知識活用の有効性向上には十分とはいえない。組織内
の知識共有の促進は個人が獲得し，保有している知識が
より自律的に組織に提供されなければならず，その心理
的側面として内発的モチベーションが重要なのである。
知識を提供するか否かは知識を保有する個人の意思決定
にかかっており，その促進要因を見出すことは組織にお
ける知識共有にとって極めて大きな意味を持つことだろ
う。知識共有の前提としての知識提供に十分な配慮を
行っているいくつかの研究（von Krogh, 1998 ; van den 

Hooff and de Ridder, 2004）においても，個人の心理的
側面については具体的な議論はなされておらず，この点
において本論文では知識提供の促進には，知識保有を促
進するだけでなく，内発的モチベーションの向上を同時
に追求していく必要性を実証的に指摘した。
しかしながら，本論文で提示したモデルや分析は高い



－ 11 －

研究開発組織における知識提供と内発的モチベーション

一般性をもって議論できるとはいいがたい。その理由は，
次のように集約できる。
まず，調査対象組織が単一であり，組織の制度・文化面，
組織が置かれた環境・状況に関する要因を十分には考慮
していない。また，本研究では研究開発組織の業務特性
に内発的モチベーションが適合するとした先行研究の前
提にたち，これにフォーカスした調査と分析を行った。
Deciの理論では内発的モチベーションと外発的モチベ
ーションは同時には両立し得ないとされているため，本
研究では外発的に動機づけられたうえでの知識提供には
触れていない。その意味で実務上への導入には内発，外
発双方を考慮したさらなる検討のうえで議論されること
が望ましい。これらは今後の課題としたい。
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